
４ 川崎市災害用選定井戸の手動ポンプ等設置費補助要綱 

【健康福祉局保健医療政策部生活衛生担当】 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、｢川崎市災害時における飲料水及び生活用水の供給源としての井戸

及び受水槽の有効活用に関する要綱｣に定める災害用井戸として選定を受けた井戸の設

置者が、当該井戸に手動ポンプを設置するときに要する費用及び当該井戸に使用するた

めの発電機を購入するときに要する費用の一部を補助することに関して必要な事項を定

めるものとする。 

 

（補助の対象者） 

第２条 補助を受けることができる者は、災害用として選定を受けた井戸の設置者で、当

該井戸に手動ポンプを設置しようとする者又は当該井戸に使用するための発電機を購入

しようとする者とする。 

 

（補助金の額） 

第３条 補助金の額は、手動ポンプ本体価格に設置費用を加えた総額（消費税及び地方消

費税を含む。）の半額（算出した補助金の額に１円未満の端数があるときは、その端数

を切り捨てた額。以下同じ。）又は発電機の価格（消費税及び地方消費税を含む。）の半

額とし、災害用として選定を受けた井戸１か所につき 30,000 円を限度とする。 

 

（交付の申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者 (以下「申請者」という。) は、補助金交付申

請書 (第１号様式) に必要な書類を添付し市長に申請するものとする。 

 

（変更の承認） 

第５条 前条の規定により補助金の交付を申請した者が、その申請を取り下げ、又は申請

の内容を変更する場合は、補助金交付申請内容変更等承認申請書（第２号様式）によ

り、市長の承認を受けなければならない。 

 

（交付決定等） 

第６条 市長は第４条及び前条に規定する申請書を受理したときは、速やかに審査し交付

の可否を決定するものとする。 

２ 市長は補助金の交付を決定し、又変更を承認したときは、補助金交付決定（変更承

認）通知書 (第３号様式) により申請者に通知するものとする。 

３ 市長は補助金の交付をしないことを決定したときは、補助金不交付決定通知書 (第４

号様式) により申請者に通知するものとする。 



 

（実績報告） 

第７条 申請者は、当該井戸への手動ポンプの設置又は発電機の購入が完了したときは、 

 実績報告書（第５号様式）に必要な書類を添付し、遅滞なく市長に報告しなければなら 

 ない。 

  

（補助金額の確定等） 

第８条 市長は、前条の規定による報告を受けた場合は、当該報告書及び添付書類等によ  

 り、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容に適合しているかを審 

 査し、適合していると認めるときは、補助金の額を確定し、補助金額確定通知書（第６ 

 号様式）により、申請者に通知するものとする。 

 

（調査等） 

第９条 市長は必要があると認めたときは、申請者及びこの補助金の交付を受けた者（以 

 下「補助事業者」という。）に対し報告を求め、又は実地に調査を行うことができる。 

 

（処分の制限等） 

第１０条 補助事業者は、この補助金の交付を受けて設置し、又は購入した手動ポンプ等  

 （手動ポンプ及び発電機をいう。以下同じ。）が減価償却資産の耐用年数等に関する省  

 令（昭和４０年大蔵省令第１５号。以下「省令」という。）で定めている耐用年数を経  

 過するまでに、譲渡、交換、貸し付け、又は担保に供してはならない。 

 

（滅失等の届出） 

第１１条 補助事業者は、この補助金の交付を受けて設置又は購入した手動ポンプ等が、 

 省令に規定する期間内に災害その他の理由によりその全部又は一部が滅失し、又は毀損 

 したときは、速やかにその旨を市長に届け出なければならない。 

 

（決定の取り消し及び返還） 

第１２条 市長は、申請者又は補助事業者が、第１０条に違反した等の行為を認めたとき 

 は、補助金の交付の決定又は確定を受けた申請者に対しては、その決定又は確定の全部 

 又は一部を取り消し、補助事業者に対しては、期限を定めて補助金の返還を命ずること  

 ができる。 

 

（申請書等の経由） 

第１３条 申請者は、第４条、第５条並びに第７条に規定する申請書等を申請に関する井  

 戸の所在地を所管する保健所長を経由して市長に申請又は報告するものとする。 

 



 

（委任） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、健康福祉局長が定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成９年９月２４日から施行する。 

附 則 

この改正要綱は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則 

この改正要綱は、平成１４年４月１日から施行する。 

附 則 

この改正要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則 

この改正要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則 

この改正要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この改正要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の要綱等の規定により調整した帳票で現に残存するものについては当分の間、

必要な箇所を訂正した上、引き続きこれを使用することができる。 


